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「ポリオ不活化ワクチン予防接種の円滑な実施への協力について（依頼）」 

 について 

 

 

 

 本日、ワクチンメーカーに対し、「ポリオ不活化ワクチン予防接種の円滑な実

施への協力について（依頼）」を手交し、協力を依頼しましたので、お知らせい

たします。 
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照会先 

結核感染症課予防接種室 

(代表) 03-5253-1111 

(担当・内線)難波江（2373）・溝口(2383)

 



 

サノフィパスツール株式会社  

代表取締役社長 トマ・トリオンフ 御中 

 

                   

ポリオ不活化ワクチン予防接種の円滑な実施への協力について（依頼） 

 

 

 平素より、日本の予防接種行政の運営に多大な御協力をいただき、厚く御礼申し上

げます。 

 

さて、今年４月２３日に開催された「第３回不活化ポリオワクチンの円滑な導入に

関する検討会」での、生ポリオワクチンから不活化ポリオワクチンへの一斉切替えの

提言などに基づいて、今年９月１日より、不活化ポリオワクチンを予防接種法に基づ

く定期接種として導入するよう、準備を進めているところです。 

 

定期接種については、市区町村の支弁により実施されていますが、御社のイモバッ

クスポリオの希望小売価格は、生ポリオワクチンの価格と比べ非常に高く、また、米

国での同製品の民間価格と比べても２倍以上、ＣＤＣ価格と比べても５倍以上の内外

価格差が見られるものとなっています。 

 

御社は期間限定の供給に加え、日本向けの専用ラインを設けて製造する等で価格が

高くなると説明されていますが、高い価格設定である感は否めません。   

 

厳しい市区町村の財政状況の中、予防接種に要する費用の縮減を図ることにより、

市区町村での円滑な切替えと接種機会の確保を図りたいと考えています。 

御社には、こうした趣旨に御理解をいただき、不活化ポリオワクチンの円滑な供給

及びその価格について、改めて特段の御配慮をいただければ幸いです。 

 

今後とも、予防接種行政への御理解及び御協力をいただきますよう、よろしくお願

いいたします。 

 

 

平成２４年７月２３日 

 

 

                厚生労働大臣政務官 藤田 一枝 

 

 

 



 

一般財団法人 化学及血清療法研究所 

理 事 長 宮本 誠二 御中 

 

 

                   

ポリオ不活化ワクチン予防接種の円滑な実施への協力について（依頼） 

 

 

 平素より、日本の予防接種行政の運営に多大な御協力をいただき、厚く御礼申し上

げます。 

 

さて、今年２４年４月２３日に開催された「第３回不活化ポリオワクチンの円滑な

導入に関する検討会」での、生ポリオワクチンから不活化ポリオワクチンへの一斉切

替えの提言などに基づいて、今年１１月を目指して、不活化ポリオワクチンを含む４

種混合ワクチン（DPT-IPV）を予防接種法に基づく定期接種として導入するよう、準備

を進めているところです。 

 

定期接種については、市区町村の支弁により実施されますが、御社が開発中の４種

混合ワクチンについて、厳しい市区町村の財政状況の中、予防接種に要する費用の縮

減を図ることにより、市区町村での円滑な切替えと接種機会の確保を図りたいと考え

ています。 

御社には、こうした趣旨に御理解をいただき、４種混合ワクチンの円滑な供給及び

その価格について、特段の御配慮をいただければ幸いです。 

 

今後とも、予防接種行政への御理解及び御協力をいただきますよう、よろしくお願

いいたします。 
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                厚生労働大臣政務官 藤田 一枝 

 

 

 

 

 



 

一般財団法人 阪大微生物病研究会 

   理 事 長   東   雍  御中 

 

 

                   

ポリオ不活化ワクチン予防接種の円滑な実施への協力について（依頼） 

 

 

 平素より、日本の予防接種行政の運営に多大な御協力をいただき、厚く御礼申し上

げます。 

 

さて、今年２４年４月２３日に開催された「第３回不活化ポリオワクチンの円滑な

導入に関する検討会」での、生ポリオワクチンから不活化ポリオワクチンへの一斉切

替えの提言などに基づいて、今年１１月を目指して、不活化ポリオワクチンを含む４

種混合ワクチン（DPT-IPV）を予防接種法に基づく定期接種として導入するよう、準備

を進めているところです。 

 

定期接種については、市区町村の支弁により実施されますが、御社が開発中の４種

混合ワクチンについて、厳しい市区町村の財政状況の中、予防接種に要する費用の縮

減を図ることにより、市区町村での円滑な切り替えと接種機会の確保を図りたいと考

えています。 

御社には、こうした趣旨に御理解をいただき、４種混合ワクチンの円滑な供給及び

その価格について、特段の御配慮をいただければ幸いです。 

 

今後とも、予防接種行政への御理解及び御協力をいただきますよう、よろしくお願

いいたします。 

 

 

 

 

平成２４年７月２３日 
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